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市
長
等
は
、
基
本
構
想
、
基
本

計
画
そ
の
他
の
重
要
な
個
別
計
画
（
以
下

「
計
画
等
」
と
い
う
。）
の
策
定
に
当
た
っ

て
は
、
市
民
の
多
様
な
参
加
を
保
障
す
る

と
と
も
に
、
市
民
の
検
討
に
必
要
な
情
報

を
取
り
ま
と
め
た
資
料
集
等
の
作
成
を
行

う
も
の
と
す
る
。

r

市
長
等
は
、
計
画
等
の
進
捗
状
況
の
管

理
及
び
達
成
状
況
の
把
握
を
適
切
に
行
い
、

こ
れ
を
公
表
す
る
と
と
も
に
、
社
会
情
勢

等
の
変
化
に
弾
力
的
に
対
応
し
た
計
画
等

の
改
定
を
行
う
も
の
と
す
る
。

・
第
１
項
の
「
資
料
集
等
の
作
成
」
の
取

り
組
み
事
例
と
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
市
が

基
本
計
画
の
策
定
時
に
作
成
し
て
き
た

説
　
明

第
29
条 計
画
の
策
定
過
程
等

「
三
鷹
を
考
え
る
論
点
デ
ー
タ
集
」
や
「
三

鷹
を
考
え
る
基
礎
用
語
事
典
」
な
ど
が
あ

り
ま
す
。

市
長
等
は
、
市
民
、
学
識
者
等

の
意
見
を
市
政
に
反
映
さ
せ
る
た
め
、
市

民
会
議
、
審
議
会
等
（
以
下
「
市
民
会
議

等
」
と
い
う
。）
を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

r

市
長
等
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
市
民

会
議
等
を
設
置
す
る
と
き
は
、
設
置
目
的

等
に
応
じ
て
委
員
の
公
募
を
行
う
と
と
も

に
、
委
員
の
男
女
の
比
率
、
年
齢
構
成
及

び
選
出
区
分
が
著
し
く
不
均
衡
に
な
ら
な

い
よ
う
に
留
意
し
、
同
一
の
委
員
が
著
し

く
長
期
に
わ
た
っ
て
就
任
し
、
又
は
同
時

期
に
多
数
の
市
民
会
議
等
の
委
員
に
就
任

す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば

第
30
条 市

民
会
議
等
の
設
置

及
び
運
営

な
ら
な
い
。

s

市
長
等
は
、
法
令
、
条
例
等
に
特
別
の

定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
原
則
と
し
て

市
民
会
議
等
の
会
議
を
公
開
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
市
民
会
議
等
は
、

特
別
な
理
由
が
あ
る
と
き
は
、
会
議
に
諮

り
、
そ
の
会
議
の
全
部
又
は
一
部
を
非
公

開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
市
で
は
、
市
民
の
知
る
権
利
を
保
障
し
、

市
民
参
加
の
推
進
と
開
か
れ
た
市
政
運
営

を
図
る
た
め
に
、
市
民
会
議
、
審
議
会
等

の
会
議
の
公
開
に
関
す
る
条
例
を
制
定
し

ま
し
た
。
こ
の
制
度
も
自
治
の
推
進
・
拡

充
を
図
る
た
め
に
重
要
な
制
度
で
あ
る
た

め
、
自
治
基
本
条
例
に
基
本
的
事
項
を
定

め
て
い
ま
す
。

・
市
民
会
議
・
審
議
会
等
の
活
性
化
と
公

説
　
明

正
で
透
明
な
運
営
を
図
る
た
め
に
、
設
置

や
委
員
の
選
任
に
関
す
る
基
本
的
事
項
を

定
め
る
と
と
も
に
、
具
体
的
な
基
準
を
別

に
定
め
て
い
ま
す
。

市
長
等
は
、
市
民
の
自
発
的
な

地
域
に
お
け
る
自
治
活
動
及
び
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
活
動
が
推
進
さ
れ
る
よ
う
、
活
動
拠

点
と
な
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
セ
ン
タ
ー
及

び
地
区
公
会
堂
（
以
下
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

施
設
」
と
い
う
。）
の
環
境
整
備
及
び
必
要

な
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
市
民
と
連
携

し
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
も
の
と
す
る
。

r

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設
は
、
市
民
の
、
市

民
に
よ
る
、
市
民
の
た
め
の
施
設
と
し
て
、

市
民
の
自
由
と
責
任
を
基
調
と
し
た
管
理

運
営
が
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
31
条 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動

参
加
及
び
協
働

第
６
章

市
長
等
は
、
効
果
的
か
つ
効
率

的
な
市
政
運
営
を
図
る
た
め
、
適
切
な
目

標
設
定
に
基
づ
く
行
政
評
価
を
実
施
し
、

評
価
結
果
を
施
策
等
に
速
や
か
に
反
映
さ

せ
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
行
政
評
価

に
関
す
る
情
報
を
分
か
り
や
す
く
市
民
に

公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

・
三
鷹
市
は
、
事
業
評
価
、
基
本
計
画
の

各
施
策
の
評
価
、「
各
部
の
運
営
方
針
と
目

標
」
の
策
定
、
自
治
体
経
営
白
書
の
発
行

な
ど
、
多
様
な
行
政
評
価
の
実
施
と
結
果

や
成
果
の
公
表
を
行
っ
て
い
ま
す
。

監
査
委
員
は
、
市
の
財
務
に
関

す
る
事
務
の
執
行
及
び
経
営
に
係
る
事
業

の
管
理
の
監
査
並
び
に
市
の
事
務
の
執
行

の
監
査
を
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
事
務
事

業
の
適
法
性
及
び
妥
当
性
の
ほ
か
、
経
済

性
、
効
率
性
及
び
有
効
性
の
評
価
等
を
踏

ま
え
て
行
う
も
の
と
す
る
。

・
監
査
委
員
が
監
査
を
行
う
に
当
た
り
、

法
令
等
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
に
行
わ
れ

説
　
明

第
26
条 

監
　
査

説
　
明

第
25
条 

行
政
評
価

自治基本条例の前文では、市政は参加と協働を基本とすることを定めるとともに、第
32条で協働のまちづくりの推進に関する規定を設けています。今後、一層、自治基本
条例に基づいた「市民参加と協働の取り組み」を総合的に展開していくことが重要とな
っています。
そこで市では、市政運営を進める上で、

市民参加と協働のまちづくりを基礎とし、
それを新たなステップへと進めるために、
職員向けの手引書として「協働推進ハンド
ブック」を平成18年3月に作成しました。
ハンドブックでは、「市と協働して事業

を行うグループ・団体」を「パートナー」
と位置付け、パートナーの特性、協働を進
めていくための基本原則（目標一致の原則、
相互理解の原則など）、職員の姿勢（柔軟
で総合的な力、分かりやすい説明など）、
協働事業の評価の方法などについて掲載し
ています。

「協働推進ハンドブック」の作成

て
い
る
か
と
い
う
観
点
に
加
え
、
事
業
の

有
効
性
、
効
率
性
及
び
経
済
性
に
重
点
を

置
い
た
、
事
業
評
価
手
法
の
監
査
を
推
進

す
る
こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。

・
こ
れ
ま
で
制
定
さ
て
い
る
自
治
基
本
条

例
で
は
、
執
行
機
関
に
関
す
る
事
項
は
実

質
的
に
首
長
部
局
に
関
す
る
規
定
の
み
で

あ
り
、
他
の
執
行
機
関
の
役
割
等
に
着
目

し
た
規
定
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
三
鷹

市
で
は
、
第
26
条
の
監
査
の
ほ
か
、
第
33

条
で
は
「
学
校
と
地
域
と
の
連
携
協
力
」

と
し
て
、
教
育
委
員
会
の
役
割
と
取
り
組

み
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
ま
す
。

市
長
等
は
、
市
の
出
資
団
体
に

対
し
て
、
適
切
な
情
報
公
開
及
び
個
人
情

報
の
保
護
が
行
わ
れ
る
と
と
も
に
、
市
の

出
資
し
た
目
的
が
効
果
的
か
つ
効
率
的
に

達
成
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
支
援
及
び
要

請
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

r

市
長
等
は
、
他
の
団
体
に
出
資
又
は
業

務
の
委
託
を
行
う
場
合
は
、
必
要
な
範
囲

で
、
当
該
団
体
の
業
務
及
び
財
務
に
関
す

る
情
報
の
開
示
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

s

市
長
等
は
、
補
助
金
の
交
付
を
行
っ
た

団
体
等
に
よ
る
公
共
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
に
関
す
る
市
民
の
苦
情
を
受
け
た
場
合

は
、
当
該
団
体
等
の
協
力
を
得
て
、
そ
の

苦
情
の
内
容
を
調
査
し
、
必
要
と
認
め
る

第
27
条 

出
資
団
体
等

と
き
は
、
当
該
団
体
等
に
対
し
て
意
見
、

助
言
等
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
市
は
、
こ
れ
ま
で
も
外
郭
団
体
に
対
し

て
、
市
に
準
じ
た
適
切
な
情
報
公
開
や
個

人
情
報
保
護
の
要
請
等
を
行
っ
て
き
ま
し

た
が
、
本
条
の
第
１
項
及
び
第
２
項
で
は
、

出
資
団
体
等
と
の
関
係
に
お
け
る
市
の
基

本
的
な
姿
勢
・
方
針
等
を
定
め
て
い
ま
す
。

・
市
は
、
基
本
構
想
・
基
本
計
画
や
行
財

政
改
革
等
の
方
針
に
基
づ
き
、
ま
ち
づ
く

り
に
お
け
る
協
働
の
推
進
や
適
正
な
役
割

分
担
の
観
点
か
ら
、
民
間
事
業
者
や
Ｎ
Ｐ

Ｏ
等
へ
市
の
業
務
の
委
託
･
移
転
を
積
極

的
に
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
第
３
項
で
は
、
市
は
、
補
助
金

の
交
付
を
行
っ
た
団
体
等
に
よ
る
公
共
的

な
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
市
民
か
ら
苦
情
を

受
け
た
場
合
な
ど
は
、
必
要
な
調
査
を
行

い
、
意
見
を
述
べ
る
な
ど
の
取
り
組
み
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
同
じ
く
基
本
構
想
等

で
掲
げ
て
い
る
「
総
合
的
な
コ
ー
デ
ィ
ネ

説
　
明

ー
ト
機
能
」
や
「
安
定
し
た
市
民
生
活
を

保
障
す
る
機
能
」
等
の
役
割
を
果
た
し
て

い
く
姿
勢
を
示
し
て
い
ま
す
。

市
は
、
緊
急
時
に
備
え
、
市
民

の
身
体
、
生
命
及
び
財
産
の
安
全
性
の
確

保
及
び
向
上
に
努
め
る
と
と
も
に
、
総
合

的
か
つ
機
動
的
な
危
機
管
理
の
体
制
を
強

化
す
る
た
め
、
市
民
、
事
業
者
等
、
関
係

機
関
と
の
協
力
、
連
携
及
び
相
互
支
援
を

図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

・
市
民
の
身
体
・
生
命
等
の
安
全
性
の
確

保
は
、
行
政
の
基
本
的
か
つ
重
要
な
役
割

で
あ
る
こ
と
を
自
治
基
本
条
例
に
定
め
る

こ
と
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、

市
民
・
事
業
者
等
・
行
政
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役

割
を
担
い
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
社
会
全

体
の
危
機
管
理
体
制
の
強
化
を
図
る
こ
と

を
定
め
て
い
ま
す
。 説

　
明

第
28
条 

危
機
管
理

市民会議や審議会等の活性化と公正で透明な
運営を図るために、自治基本条例（第30条第
1項・第2項）では設置や委員の選任に関する
基本的事項を定めましたが、庁内の運用指針と
して具体的な基準を別に定めました。
基準の内容としては、市民会議等を設置する

ときは、設置期間や廃止時期を定めること。委
員の選任に当たっては、公募枠を設けることや、
男女の比率の均衡に努めるとともに年齢構成の
均衡に配慮すること。また、委員は引き続いて
3任期又は引き続いて10年のどちらか長い期
間を超えて在任しないものとすることなど、設
置や選任の原則的な運用基準を定めました。

市民会議、審議会等の
設置及び委員の選任に
関する基準


